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山口県の雇用情勢（令和２年１０月分）について 

～有効求人倍率は１．２４倍となり、前月から０．０４ポイント上昇～ 

 
 

１． ２４倍（前月から０．０４ポイント上昇） 

   
 
県内の雇用情勢は、求人が求職を上回って推移しているが、新型コロナ 
ウイルス感染症の影響により、弱い動きが続いている。 

（７か月連続で判断維持） 
※過去の基調判断 

・平成３０年１２月～ 「着実に改善が進む中、求人が求職を大幅に上回って推移している。」 

・令和 ２年 １月～ 「改善が進む中、求人が求職を大幅に上回って推移している。」 

（３年４か月ぶりに下方修正） 

・令和 ２年 ２月～ 「求人が求職を大幅に上回って推移しているが、新型コロナウイルス感染症が 

雇用に与える影響に十分注意する必要がある。」（２か月連続で下方修正） 

・令和 ２年 ３月～ 「求人が求職を大幅に上回って推移しているが、新型コロナウイルス感染症の 

影響により、一部に弱い動きがみられる。」（３か月連続で下方修正） 

・ 令和 ２年 ４月～ 「求人が求職を上回って推移しているが、新型コロナウイルス感染症の影響に 

より、弱い動きがみられる。」（４か月連続で下方修正） 

 

 

 

 

１ 有効求人倍率（季節調整値）の状況 
 

○ 有効求人数が前月比４．６％増加し、有効求職者数が前月比１．７％
増加したことから、前月を０．０４ポイント上回り、１．２４倍とな
った。 

 
・ 有効求人倍率（季節調整値） １．２４倍（前月比０．０４ポイント上昇） 

・ 有効求人数（季節調整値） ２４，９８９人（前月比４．６％増加） 

・ 有効求職者数（季節調整値） ２０，２２０人（前月比１．７％増加） 

 

－１－ 



 

２ 新規求人倍率（季節調整値）の状況 

○ 新規求人数が前月比８．１％増加し、新規求職者数が前月比１７．５％ 
増加したことから、前月を０．１９ポイント下回り、２．１１倍とな 
った。 

 
・ 新規求人倍率（季節調整値） ２．１１倍（前月比０．１９ポイント低下） 

・ 新規求人数（季節調整値） ９，５２１人（前月比８．１％増加） 

・ 新規求職者数（季節調整値） ４，５０７人（前月比１７．５％増加） 

 
 
 

３ 正社員有効求人倍率（原数値）の状況 

○ 正社員有効求人倍率(原数値)は、１．１１倍となり、４年２か月連続、
１倍台で推移している。前年同月比では ０．２５ポイント下回った。 
 

・ 正社員有効求人倍率（原数値） １．１１倍（前年同月比０．２５ポイント低下） 

・ 正社員有効求人数（原数値） １３，３４４人（前年同月比１３．０％減少） 

・ 正社員有効求職者数（原数値） １２，０４７人（前年同月比６．８％増加） 

 

 
 

４ 産業別新規求人数の前年同月との比較状況 

○ 100 人以上増加した産業 
「建設業」 

 
○ 100 人以上減少した産業 

「製造業」、「卸売業,小売業」、「不動産業，物品賃貸業」、「宿泊業,飲食
サービス業」、「生活関連サービス業,娯楽業」 

 
 

５ ハローワーク別有効求人倍率（原数値）の状況 

○ 最も高い地域・・・ハローワーク宇部の１．５６倍 
 
○ 最も低い地域・・・ハローワーク岩国の１．０５倍 
 
 

６ 就業地別有効求人倍率（季節調整値）【試算値】の状況 

○ 前月を０．０２ポイント上回り、１．３８倍となった。 
 

※ 就業地別有効求人倍率は、企業の所在する都道府県ではなく、実際に就業する

都道府県を求人地として試算したもの。 
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1　有効求人倍率の推移（季節調整値）

有効求人倍率 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成３０年度 1.57 1.56 1.57 1.56 1.60 1.60 1.62 1.62 1.66 1.65 1.65 1.62
令和元年度 1.63 1.62 1.62 1.61 1.60 1.61 1.61 1.60 1.59 1.47 1.42 1.35
令和２年度 1.29 1.23 1.21 1.22 1.18 1.20 1.24

２　新規求人倍率の推移（季節調整値）

新規求人倍率 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成３０年度 2.21 2.19 2.29 2.25 2.37 2.26 2.32 2.34 2.44 2.34 2.33 2.31
令和元年度 2.46 2.28 2.28 2.33 2.32 2.31 2.36 2.21 2.31 1.94 2.20 2.04
令和２年度 1.82 2.03 1.88 1.99 1.94 2.30 2.11

３　正社員有効求人倍率の推移

正社員
有効求人倍率 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成３０年度 1.13 1.14 1.19 1.21 1.26 1.28 1.30 1.33 1.44 1.41 1.36 1.28
令和元年度 1.24 1.24 1.27 1.28 1.31 1.35 1.36 1.37 1.43 1.29 1.23 1.14
令和２年度 1.06 1.02 1.05 1.07 1.07 1.08 1.11
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(注) 新規学卒者を除きパートタイムを含む。なお、令和元年12月以前の数値は新季節指数により改訂されている。
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（注）正社員の有効求人倍率は、正社員の月間有効求人数を、パートタイムを除く常用の月間有効求職者数で除して算出しているが、パートタイム

を除く常用の月間有効求職者数には派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。
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（単位：人・％）

年　月 元年 2年

産業別 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

82       37       31       37       62       59       32       46       36       38       32       47       30       ▲ 52 ▲ 63.4

8        1        11       1        2        9        3        0        11       4        3        10       8        0 0.0

1,249   1,155   1,344   1,025   1,147   1,170   1,134   1,163   1,356   1,246   1,143   1,400   1,367   118 9.4

1,123   1,006   962     888     817     881     671     724     801     758     710     891     908     ▲ 215 ▲ 19.1

食 料 品 製 造 業
240     285     265     197     181     263     164     175     205     174     184     289     233     ▲ 7 ▲ 2.9

繊 維 工 業
26       27       29       18       29       23       17       24       24       31       16       25       30       4 15.4

化 学 工 業
67       109     90       92       90       77       43       79       69       41       58       58       72       5 7.5

金 属 製 品 製 造 業
111     120     125     92       97       98       93       86       130     98       103     143     114     3 2.7

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業
136     61       76       118     38       76       65       72       51       79       64       53       74       ▲ 62 ▲ 45.6

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業
22       19       44       26       22       38       14       23       24       32       20       26       24       2 9.1

電 気 機 械 器 具 製 造 業
50       41       46       32       38       76       25       22       52       31       20       47       46       ▲ 4 ▲ 8.0

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業
113     83       80       54       105     50       85       79       77       86       109     62       79       ▲ 34 ▲ 30.1

15       9        14       18       10       7        13       9        4        15       18       13       13       ▲ 2 ▲ 13.3

95       92       48       90       104     35       79       68       37       84       57       69       67       ▲ 28 ▲ 29.5

1,009   864     612     778     656     636     737     483     509     724     440     542     1,083   74 7.3

1,988   1,522   1,452   1,435   1,626   1,326   1,132   1,161   1,301   1,375   1,367   1,393   1,411   ▲ 577 ▲ 29.0

45       51       55       37       29       40       34       57       30       25       47       39       32       ▲ 13 ▲ 28.9

219     165     188     139     163     184     94       151     151     93       145     133     82       ▲ 137 ▲ 62.6

190     207     124     136     141     161     93       84       148     100     128     133     106     ▲ 84 ▲ 44.2

659     583     578     529     503     477     322     384     473     432     398     525     515     ▲ 144 ▲ 21.9

551     631     641     499     607     548     339     346     457     313     365     398     439     ▲ 112 ▲ 20.3

222     122     121     203     141     289     96       64       130     120     87       121     150     ▲ 72 ▲ 32.4

2,580   2,385   2,616   2,517   2,379   2,365   2,181   2,087   2,299   2,263   2,185   2,302   2,530   ▲ 50 ▲ 1.9

132     97       44       66       62       42       50       80       51       45       53       46       73       ▲ 59 ▲ 44.7

1,016   886     944     825     896     744     660     724     772     839     671     828     955     ▲ 61 ▲ 6.0

141     476     417     491     428     243     182     338     269     149     159     147     103     ▲ 38 ▲ 27.0

11,324 10,289 10,202 9,714 9,773 9,216 7,852 7,969 8,835 8,623 8,008 9,037 9,872 ▲ 1,452 ▲ 12.8

（注）　１　新規学卒者を除きパートタイムを含む。

　　　　２　平成２５年１０月改訂「日本標準産業分類」に基づく区分による。

（前年同月より100人以上増加した産業）

（前年同月より100人以上減少した産業）

合            計

　新規求人数を産業別に前年同月と比較すると、以下のとおりである。

建設業（118人）

製造業（215人）、卸売業，小売業（577人）、不動産業，物品賃貸業（137人）、宿泊業，飲食サービス業（144人）、
生活関連サービス業，娯楽業（112人）

　

公務（他に分類されるものを除く）・
そ の 他

運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業 ， 小 売 業

金 融 業 ， 保 険 業

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

学術研究，専門・技術サービス業

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業

教 育 ， 学 習 支 援 業

医 療 ， 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

情 報 通 信 業

４　産業別新規求人状況

対前年同月比

増減差 増減率(%)

農 ， 林 ， 漁 業

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業
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（単位：倍）

山口 下関 宇部 防府 萩 徳山 下松 岩国 柳井 県 全国

1.56 1.65 1.48 1.41 1.63 1.55 1.25 1.45 1.50 1.51 1.54

1.79 1.71 1.63 1.61 1.67 1.45 1.43 1.48 1.48 1.61 1.62

1.64 1.71 1.68 1.49 1.56 1.47 1.37 1.37 1.44 1.56 1.55

1.72 1.95 1.72 1.50 1.64 1.53 1.41 1.38 1.39 1.61 1.58

1.74 1.97 1.79 1.50 1.72 1.49 1.45 1.38 1.39 1.60 1.57

1.89 1.99 1.95 1.56 1.74 1.58 1.53 1.43 1.44 1.59 1.57

1.64 1.68 1.82 1.35 1.51 1.53 1.45 1.35 1.71 1.47 1.49

1.47 1.53 1.76 1.27 1.41 1.50 1.31 1.47 1.56 1.42 1.45

1.31 1.43 1.54 1.11 1.34 1.37 1.17 1.35 1.44 1.35 1.39

1.13 1.34 1.38 0.94 1.11 1.14 1.10 1.13 0.99 1.29 1.32

1.05 1.26 1.26 1.02 1.02 1.07 1.13 0.97 0.95 1.23 1.20

1.08 1.26 1.32 1.03 1.09 1.07 1.18 0.99 0.98 1.21 1.11

1.10 1.33 1.36 1.06 1.07 1.13 1.16 1.04 1.05 1.22 1.08

1.09 1.35 1.41 1.06 1.11 1.06 1.17 0.97 1.02 1.18 1.04

1.06 1.33 1.52 1.08 1.15 1.11 1.14 1.01 1.07 1.20 1.03

1.15 1.31 1.56 1.13 1.20 1.14 1.17 1.05 1.18 1.24 1.04

（注）

２　県及び全国の各月の数値は、季節調整値である。なお、令和元年12月以前の数値は新季節指

　数により改訂されている。

9月　

10月　

１　新規学卒者を除きパートタイムを含む。

3月　

4月　

5月　

6月　

7月　

8月　

2月　

５　公共職業安定所別有効求人倍率の推移

安定所別

年　月

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和元年10月　

11月　

12月　

令和２年1月　

季節調整値 季節調整値
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　（新規学卒者を除く） （単位：倍）

安定所別

（注）   正社員の有効求人倍率は正社員の月間有効求人数をパートタイムを除く常用の月間有効求職者数で除して算出しているが、
　パートタイムを除く常用の月間有効求職者数には派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員
　有効求人倍率より低い値となる。

徳山 下松 岩国 柳井 県
年 月

６ 公共職業安定所別有効求人倍率（正社員）の推移

山口 下関 宇部 防府 萩

令和元年度 1.13 1.40 1.45 1.22

　　平成30年度 1.19 1.34 1.39 1.30

1.31 1.37 1.24 1.20 1.09 1.29

1.27 1.27 1.19 1.06 1.271.28

11月 1.21 1.61 1.52 1.21

令和元年10月 1.21 1.62 1.50 1.22

1.45 1.40 1.32 1.22 1.06 1.37

1.42 1.32 1.20 1.04 1.361.32

令和2年1月 1.07 1.36 1.52 1.10

12月 1.30 1.63 1.61 1.29

1.35 1.44 1.24 1.19 1.33 1.29

1.49 1.37 1.24 1.12 1.431.44

3月 0.87 1.18 1.38 0.92

2月 0.96 1.21 1.51 1.04

1.13 1.26 1.09 1.27 1.10 1.14

1.41 1.17 1.31 1.27 1.231.24

5月 0.82 1.18 1.15 0.89

4月 0.84 1.18 1.25 0.84

0.98 1.07 1.11 1.00 0.80 1.02

1.14 1.06 1.17 0.78 1.061.01

7月 0.89 1.18 1.21 0.89

6月 0.86 1.14 1.18 0.93

0.96 1.13 1.18 1.08 0.93 1.07

1.13 1.19 1.04 0.86 1.051.00

9月 0.88 1.18 1.37 0.89

8月 0.88 1.19 1.27 0.85

1.01 1.07 1.16 0.97 0.95 1.08

1.05 1.23 0.97 0.91 1.071.01

1.10 1.19 1.01 1.04 1.11

７　態様別新規求職者（常用）

10月 0.88 1.17 1.42 0.94 1.04

前年との比較

項　目 10月 11月 12月 1月 2月 3月

年　月 元年 2年

10月 増減差 増減比（％）

新規求職者 常用計 4,478 3,959 3,285 5,179 4,473

4月 5月 6月 7月 8月 9月

3,937 4,512 34 0.8

在職者
常用計 1,299 1,279 1,190 1,646

4,933 5,864 4,085 4,617 4,254 3,821

1,116 1,100 1,311 12 0.9

全体に占める割合 29.0 32.3 36.2 31.8

1,589 1,716 1,144 940 1,189 1,232

29.2 27.9 29.1 0.1 0.335.5 33.8 19.5 23.0 25.8 29.0

離職者
常用計 2,707 2,231 1,786 2,615 2,340 2,402 2,766 59 2.23,052 2,439 2,622 4,270 2,843 2,954

61.0 61.3 0.8 1.3

前雇用者 常用計 2,652 2,186 1,757 2,982

53.2 72.8 69.6 64.0 61.5 61.2全体に占める割合 60.5 56.4 54.4 58.9 54.5

2,298 2,367 2,726 74 2.8

定 年
常用計 117 79 72

2,389 2,568 4,217 2,791 2,904 2,580

124 107 104 116 -1 -0.9142 95 140 333 124 114

2.6 2.6 0.0 0.0

事業主都合

常用計 540 417 335 601

2.8 5.7 3.0 2.5 2.9 2.8全体に占める割合 2.6 2.0 2.2 2.7 2.1

513 480 642 102 18.9

全体に占める割合 12.1 10.5 10.2 11.6

516 492 1,401 806 843 696

13.4 12.2 14.2 2.1 17.4

自己都合
常用計 1,991 1,688 1,349

11.5 10.0 23.9 19.7 18.3 16.4

1,759 1,675 1,782 1,963 -28 -1.42,234 1,775 1,932 2,480 1,860 1,946

45.3 43.5 -1.0 -2.2

理由不明 常用計 4 2 1 5

39.2 42.3 45.5 42.1 41.3 43.8全体に占める割合 44.5 42.6 41.1 43.1 39.7

3 1 5 1 25.0

前職自営・他 常用計 55 45 29

3 4 3 1 1 1

35 42 35 40 -15 -27.370 50 54 53 52 50

365 435 435 -37 -7.8

全体に占める割合 10.5 11.3 9.4 9.3

445 595 450 302 474 407常用計 472 449 309 481

9.6 11.0 9.6 -0.9 -8.6

家事・育児 常用計 166 151 90

9.9 12.1 7.7 7.4 10.3 9.6
無業者

156 131 179 177 11 6.6217 183 172 129 105 222

234 256 258 -48 -15.7

不明 常用計 0 0 0

262 423 321 197 252 251その他 常用計 306 298 219 264

0 0 0 0 0 #DIV/0!0 0 0 0 0 0

（注）新規学卒者及び臨時・季節を除きパートタイムを含む。

（注）令和2年1月～4月の在職者の内訳については精査中である。
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主要業務概要

本 月 前 月 前 年 同 月

（02.10） （02.9） （01.10） 前月比
前年同
月 比

4,529 3,952 4,488 - 0.9
4,507 3,835 4,594 17.5 -

20,313 19,909 18,756 - 8.3
20,220 19,879 18,853 1.7 -
9,872 9,037 11,324 - ▲ 12.8
9,521 8,805 10,827 8.1 -

25,116 23,836 30,659 - ▲ 18.1
24,989 23,879 30,302 4.6 -

　　であり月々の変化を見たり、地域間の比較をする場合によく用いられる。

（注）　新規学卒者を除きパートタイムを含む。

（注）　新規学卒者を除きパートタイムを含む。

（注）　新規学卒者を除きパートタイムを含む。なお、令和元年12月以前の数値は新季節指数により改訂されている。

月間有効求人数

項 目
増減率（％）　

新規求職申込件数

月間有効求職者数

新規求人数

▲ 13.0

正社員月間有効求職者数 12,047 11,928 11,283 - 6.8

正社員月間有効求人数 13,344 12,887 15,331 -

　　（注）　１　新規学卒者を除きパートタイムを含む。なお、正社員については、パートタイムを除く。

　　　　　　２　正社員の月間有効求職者数は、パートを除く常用の求職者数であり、派遣労働者や契約社員を希望する者も

　　　　　　　　含まれる。

　　　　　　３　※は季節調整値。季節調整値とは、一年を周期として繰り返す季節的な要因による変動の影響を取り除いた値
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（参考） 就業地別有効求人倍率（季節調整値） 【試算値】

27,406 28,894 29,671 30,522 29,548 

21,702 
20,442 19,636 18,958 18,934 

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

２７年度平均 ２８年度平均 ２９年度平均 ３０年度平均 元年度平均

（人）

有効求人数 有効求職者数

1.26
1.41

1.51
1.61

1.56

1.23

1.39

1.54 1.62

1.55

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

２７年度平均 ２８年度平均 ２９年度平均 ３０年度平均 元年度平均

（倍）

山口県 全国

1.85 1.86 1.84 1.84 

1.68 1.64 
1.56 

1.48 
1.42 1.39 1.38 1.35 1.36 1.38 

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

2.0

元年９月 １０月 １１月 １２月 ２年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月

（倍）

山口県
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都 道 府 県 別 有 効 求 人 倍 率 ： 季 節 調 整 値
（新 規 学 卒 者 を 除 き パ ー ト タ イ ム を 含 む）
令和2年10月　全国平均1.04　［原数値 1.06倍］

（注）季節調整値計算（季節調整値替え）は、毎年過去１年分のデータが揃う年初に行われ、季節調整済系列が改定される。

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」

0.66
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1.23

1.03

0.95

1.49

1.12

1.17

1.17

0.75

1.19
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1.15
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1.19
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1.05

1.21

1.16

1.03

0.95

0.97
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沖縄

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

高知

愛媛

香川

徳島

山口

広島

岡山

島根

鳥取

和歌山

奈良

兵庫

大阪

京都

滋賀

三重

愛知

静岡

岐阜

長野

山梨

福井

石川

富山

新潟

神奈川

東京

千葉

埼玉

群馬

栃木

茨城

福島

山形

秋田

宮城

岩手

青森

北海道

（倍）

全国平均
1.00倍 1.04倍
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